
○手続等の概要を示しています。詳細は、狛江市まちづくり条例、狛江市まちづく

り条例施行規則、狛江市まちづくり指導基準等を御確認ください。

【要件】

１ 集合住宅の建築（条例第67条第１項第１号）

◆開発等事業に該当しない全ての共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿等の建築。

（他の用途の併用を含む。ただし、３戸以下の長屋は除きます＊４戸から該当）

＜留意点＞

◇集合住宅（共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿等）を建築する場合、規模に関わらず条例（開発

等事業又は小規模開発等事業）の手続が必要となります。

◇開発等事業に該当する共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿等の建築とは、以下のいずれかに該当

するものをいいます（条例第 33条第２号）。

ア 部屋の数が15戸以上の建築

イ 高さが 10メートルを越える建築

ウ 階数が地上４階建て以上の建築

エ 床面積の合計が500平方メートル以上の建築

２ １以外の建築（条例第67条第１項第２号） ※令和５年４月１日から

◆１以外の延べ面積が300平方メートル以上500平方メートル未満の建築（併

用住宅を含む。）ただし、一戸建て住宅を除く。

３ 一戸建て住宅の建築（条例第67条第１項第３号）

◆床面積の合計が500平方メートル以上の一戸建て住宅

４ 開発等事業に該当しない宅地開発事業（条例第67条第１項第４号）

※令和５年４月１日から

◆事業施行面積300平方メートル以上500平方メートル未満の宅地開発事業

（主として住宅の供給を目的とする土地の分割又は区画形質の変更をいう。）

５ 地区まちづくり計画策定地区内の開発等事業に該当しない全ての建築物の

建築（条例第67条第１項第５号）

まちづくり条例に基づく

小規模開発等事業の手引



【届出書提出の際に遵守する事項】

※上記について、添付書類の配置図等に位置・規模等を示してください。

※上記 内は、令和5年４月１日以降に提出する小規模開発等事業届出書

から適用されます。

要件 遵守する事項 指導基準 担当課

１ 集合住宅の建

築

（条例第 67

条第１項第１

号）

・単身者向け住戸の最低専用床面積は、25平

方メートル以上とすること。

・管理及び使用に当たり、基準第12条に掲

げる事項

第11条・

第12条

まちづくり

推進課

・事業区域内に廃棄物保管場所を設置するこ

と。

清掃課

・事業区域内に駐輪場を設置すること。 道路交通課

・事業区域内の緑化の推進を図ること。 環境政策課

・事業区域に隣接する道路に側溝を整備する

こと。

道路交通課

・事業区域内の雨水流出抑制施設設置の推進

を図ること。

下水道課

２ １以外の建築

（条例第 67

条第１項第２

号）

・事業区域内に廃棄物保管場所を設置するこ

と。

第11条の

２

清掃課

・事業区域内に駐輪場を設置すること。 道路交通課

・事業区域内の緑化の推進を図ること。 環境政策課

・事業区域に隣接する道路に側溝を整備する

こと。

道路交通課

・事業区域内の雨水流出抑制施設設置の推進

を図ること。

下水道課

４ 開発等事業に

該当しない宅

地開発事業

（条例第 67

条第１項第４

号）

・事業区域内の緑化の推進を図ること。 第10条の

２

環境政策課

・事業区域に隣接する道路に側溝を整備する

こと。

道路交通課

・事業区域内の雨水流出抑制施設設置の推進

を図ること。

下水道課



（１）事業計画の内容等について、各担当課（７ページ参照）と事前相談。

（２）「小規模開発等事業届出書（第44号様式）」の提出（条例第67条第２項）

（３）「小規模開発等事業標識板（第45号様式）」の設置（条例第67条第３項）

・「小規模開発等事業届出書」の提出日から７日以内に設置します。

・近隣住民から見やすい場所に設置します。

・建築事業の完了まで設置します。

（４）「小規模開発等事業標識板設置報告書（第45号の２様式）」（条例施行規則

第46条第２項）の提出

・標識板設置後速やかに、案内図（事業区域及び標識板設置場所表示）、標識板

写真及び標識板設置写真を添えて提出します。

（５）小規模開発等事業に対する意見書の提出（条例第68条第１項）

・近隣住民は、標識板を設置した日の翌日から起算して７日以内に、その事業に

意見がある場合、「小規模開発等事業意見書」を市に提出できます。

○意見に相当の理由がある場合、市は事業者と調整を行います（条例第68条第

２項）。

（６）小規模開発等事業の適合（条例第69条）

・期間内に意見書の提出がなく、かつ、まちづくりに関する施策等（条例、指導基

準など）に適合している場合は、適合通知書を交付します。

・適合通知の受領後に事業に着手してください（条例第71条）。

※事前協議対象事業の認定（条例第70条）

・条例第70条に該当する場合は、事前協議対象事業と認定され、開発等事業の

手続きを行います（近隣説明会の開催、各課との協議等）。

○届出から適合通知書の交付まで、概ね３週間程度となります

手続の流れ



【緑化計画書の提出】

「小規模開発等事業届出書」の提出とは別に、事業区域面積に応じた「緑化計画

書」の提出が必要となります。詳しくは、環境政策課水と緑の係（03-3430-1298）

へお問い合わせください。

【廃棄物保管場所等設置届の提出】

「小規模開発等事業届出書」の提出とは別に、建築物の規模に応じた「廃棄物保

管場所等設置届」の提出が必要となります。詳しくは、清掃課業務係（03-3488-

5300）へお問い合わせください。

その他


